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【令和２年度実績】 

1. エンゲージド・ラーニングと「質の高い教育」の実現に関する取り組み 

No.03 ②-2 大学院教育の充実 
No.19 ①-1 長期的視野に立脚した基礎研究の充実 
No.21 ①-3 国際的ネットワークの構築による国際共同研究等の推進 
No.22 ②-1 経済・社会的課題に応える戦略的研究の推進 
実績報告  
 持続可能な社会の構築に資する人材を育成する上で、SDG４「質の高い教育」を実現することは

もっとも重要な課題のひとつとなっている。教育学研究科では、近年欧米で注目されている「エン

ゲージド・ラーニング」の原理や活用事例などを調査・研究し、このような人材がもつべき資質能力

は何か、それを涵養するにはどのような教育が適切かを明らかにし、「質の高い教育」の実現にむ

けた研究に取り組んでいる。 

 令和 2 年度においては、エンゲージド・ラーニングの原理、大学教育の改革、持続可能な社会

の構築に資する教育、「質の高い教育」等についての研究に取り組んだ。具体的には、（１）エンゲ

ージド・ラーニングに関する調査、（２）コロナ禍におけるオンラインによる大学教育に関する調査、

（３）大学教育改革、「質の高い教育」等に係る国際シンポジウムの開催、（４）エンゲージド・ラーニ

ング、「質の高い教育」等に関する研究の進展、（４）大学院生の研究へのエンゲージメントの強化

などの諸事業を展開した。取り組みの詳細は以下のとおりである。 

（１）エンゲージド・ラーニングに関する調査  

 大学におけるエンゲージド・ラーニングに関する基礎的調査の一環として、東北大学教育学部・

教育学研究科の学生を対象として、2020 年 11 月 13 日から同年 12 月 25 日までの間に、学習

者が主体的に学習に関与する状況に関するアンケート調査をおこなった。回答数 122（回答率

31.4％）を得た。調査結果をとりまとめ、「エンゲージド・ラーニングに関する調査報告書」（令和 3
年 3 月）を作成し、教育学研究科ホームページ（下記 URL）に掲載した。 

https://www.sed.tohoku.ac.jp/information/detail---id-537.html 

 

（２）コロナ禍におけるオンラインによる大学教育に関する調査 

 コロナ禍における、オンラインによる大学教育に関する調査・研究として、以下のような取り組み

をおこなった。 

①東北大学教育学研究科・教育学部におけるオンライン学修環境に関する調査 

 東北大学教育学部および大学院教育学研究科の所属の学生を対象に、2020 年 7 月 20 日か

ら同年 8 月 10 日までの間に、学生のオンライン学修環境の実態に関するアンケート調査を実施

した。回答数 235（回答率 52.0％）を得た。調査結果をもとに、その一部を「東北大学教育学研究

科・教育学部におけるオンライン学修環境に関する調査」として、教育学研究科ホームページ（下

記 URL）に掲載した。 



（02 教育学研究科） 

2 

 

https://www.sed.tohoku.ac.jp/information/detail---id-288.html 

②オンラインによる大学教育に関する研究 

 東北大学大学院教育学研究科先端教育研究実践センターが実施する「企画研究」として、オン

ラインによる大学教育に関する研究を実施した。研究科内教員 6 名による研究であり、学生によ

る学生へのインタビュー、成績評価結果およびその基準の変化、学生のメンタル面でのケア等に

関する調査・研究を実施した。研究の結果は、今後公開する予定となっている。 

 

（３）国際シンポジウムの開催 

 大学教育改革、「質の高い教育」等に係る国際シンポジウムとして、以下のようなウェビナーを開

催した。６回のウェビナーに、総計 1034 名の参加者があり、教育学研究科主催の会議としては、

これまでにない参加者数となった。 

①Transforming Higher Education in the Era of New Normal: Responses and Prospects 

 2020 年 6 月 20 日、ニューノーマル期における高等教育の転換に関する国際ウェビナーを開

催した。冒頭に植木俊哉（東北大学理事）の挨拶があり、その後、各大学からの報告があった。報

告者は以下のとおりである。 

Ka Ho Mok （香港嶺南大学・副学長・チェアプロフェッサー） 

Weiyan Xiong （香港嶺南大学・研究助教授） 

鐘周 （清華大学・准教授） 

Kwok Kuen Tsang (北京師範大学・助教授) 

Sung-sang Yoo （ソウル国立大学・教授） 

Robin J. Chen, （台湾国立政治大学・教授） 

米澤彰純 （東北大学・教授） 

吉田沙蘭（東北大学・准教授） 

国内外から 155 名の参加者があった。 

東北大学ホームページ掲載リンク： 

https://www.tohoku.ac.jp/en/news/university_news/changes_to_education202...  
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②No One Left Behind: Keeping Inclusive and Quality Education in Global Pandemic 

 2020 年 6 月 27 日、新型コロナウィルスの世界的流行下における包摂的で質の高い教育の維

持に関する国際ウェビナーを開催した。報告者は以下のとおりである。 

Maki Katsuno-Hayashikawa （ユネスコアジア太平洋地域教育局・課長） 

張薇 （華東師範大学・教授） 

末冨芳 （日本大学・教授） 

Fredie V. Avendano （フィリピン共和国ケソン市教育局） 

姉崎敬吾 （宮城県常盤木学園・英語教員） 

劉靖 （東北大学・准教授） 

 国内外から 138 名の参加があった。 
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東北大学ホームページ掲載リンク： 

https://www.tohoku.ac.jp/en/news/university_news/changes_to_education202... 

 

③Asia Education Leader Forum: On-line Education: Experiences and Prospects 

 2020 年 7 月 4 日、東北大学大学院教育学研究科を幹事として運営している AEL(Asia 
Education Leade)事業の一環として、オンラインによる大学教育に関するフォーラムを開催した。

参画 5 大学から 21 名の学生・教員が報告した。 

 国内外から 65 名の参加があった。 

東北大学ホームページ掲載リンク： 

https://www.tohoku.ac.jp/en/news/university_news/changes_to_education202... 
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④Decade towards 2030:Experiences and Prospects of SDG4-Education 2030 

（「東北大学グローバルウェビナーシリーズ」助成事業） 

 2020 年 10 月 24 日、SDG４「質の高い教育」の経験と展望に関する国際ウェビナーを開催し

た。報告者は以下のとおりである。 

Nyi Nyi Thaung （ユネスコアジア太平洋地域教育局・プログラム専門家）, 

趙玉池 （北京師範大学・講師） 

丸山 英樹 （上智大学・教授） 

Moon Suk Hong (釜山外国語大学校・助教授) 

 国内外から 148 名の参加があった。 

 東北大学ホームページ掲載リンク： 
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https://www.tohoku.ac.jp/en/news/university_news/international_webinar_o...  

 

⑤Transforming Education in the Era of New Normal Experiences and Prospects in Asia-
Pacific / Higher Education and Innovation to Achieve the Sustainable Development Goals 
in Asia and the Pacific 

（「東北大学グローバルウェビナーシリーズ」助成事業） 

 2020 年 12 月 2 日、清華大学、ユネスコバンコク事務所、東京大学、早稲田大学、および日本

比較教育学会と共催し、アジア・太平洋地域における持続可能な開発目標達成のための高等教

育とイノベーションに関する国際ウェビナーを開催した。 

 青柳茂（ユネスコバンコク事務所所長）、八鍬友広（東北大学大学院教育学研究科長）より開会

の辞が述べられ、冒頭に小谷元子（東北大学理事）のキーノートスピーチがおこなわれた。その

後、各方面からの報告がなされた。報告者は以下のとおりである。 

Libing Wang （ユネスコアジア太平洋地域教育局・課長） 

鐘 周 （清華大学・准教授） 
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Cheolil Lim （ソウル国立大学・教授） 

北村友人 （東京大学・准教授） 

杉村美紀 （上智大学・教授） 

Wesley Teter （ユネスコアジア太平洋地域教育局・シニアコンサルタント） 

報告に続き、黒田一雄（早稲田大学教授）の司会によりパネルディスカッションがあり、最後に、宮

鵬（清華大学教授）から閉会の辞が述べられた。 

 国内外から 388 名の参加があった。 

 東北大学ホームページ掲載リンク： 

https://www.tohoku.ac.jp/en/news/university_news/higher_education_and_In...  

 

⑥Asia Education Leader Forum: Education and Sustainable Societies in the World Post-
COVID 19 
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 （「東北大学グローバルウェビナーシリーズ」助成事業） 

 2021 年 3 月 13 日、AELC（アジア教育リーダーコース）加盟大学の学生を招き、教育やその他

の関連分野における研究や実践を共有し、ポスト COVID19 の世界における教育と持続可能な

社会についての理解や見識を議論し、共有した。また、SDGs の達成に向けた教育の役割につい

て、参加者が意見交換を行った。 

 国内外から 140 名の参加があった。 

 

（４）エンゲージド・ラーニング、「質の高い教育」等に関する研究の進展、 

 令和 2 年度においても、エンゲージド・ラーニング、および質の高い教育等に関する研究の進展

を図った。この結果、以下の論文が掲載された。 

李敏「第 8 章 中国の大学院進学熱」吉田文編著『文系大学院をめぐるトリレンマ』玉川大学出版

社，pp.180-195，2020 年 8 月 
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李敏「90 年代中国人留学生の日本留学の効果に関する研究－北京日本学研究センターを例と

する－」『大学論集』，第 53 集，pp.19-36，2021 年 3 月。（単著） 

Peddie, F., & Liu, J. (Eds.). (2021). Education and Migration in an Asian Context. 
Singapore: Springer. https://www.springer.com/gp/book/9789813362871 (査読付

き)(Scopus) 

Liu, J., & Peddie, F. (2021) Introduction: Education and Migration in the Asian Context. In 
F. Peddie & J. Liu (Eds.), Education and Migration in an Asian Context, pp.15-40. 
Singapore: Springer. (査読付き) (Scopus) 

Liu, J. (2021). Building Educational Community for Left-Behind Children in Rural China: A 
Case Study of a Small Rural School in Hubei Province. In F. Peddie & J. Liu (Eds.), 
Education and Migration in an Asian Context, pp.15-40, Singapore: Springer. (査読付き) 
(Scopus) 

Liu, J. (2021). Building education groups as school collaboration for education 
improvement: a case study of stakeholder interactions in District A of Chengdu. Asia Pacific 
Educ. Rev. https://doi.org/10.1007/s12564-021-09682-0 (査読付き) (Scopus) (SSCI) 

Liu. J. (2021). Japan. In. T. McCowan, et al. (Eds.) The Role of University and their Leaders 
facing the Grand Challenges of Climate Change and Sustainability, pp.83-91, Berlin: The 
Global University Leaders Council. (査読付き) 

Kitamura, Y., Liu, J., Ashida, A., & Edwards, S. (2021). Guest editorial. International 
Journal of Comparative Education and Development, 23(2), 61-64. doi:10.1108/IJCED-05-
2021-089    (査読付き)(Scopus) 

 

（5）大学院生の研究へのエンゲージメントの強化 

 令和 2 年度においても、大学院生の研究へのエンゲージメントの強化を図るため、先端教育実

践センターにおいて「大学院生プロジェクト型研究」を公募し、大学院生が自ら企画・計画し展開す

る研究プロジェクトへの支援をおこなった。12 件のプロジェクトを採択し、令和３年 3 月４日には、

その成果報告会をオンラインにより開催した。 
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2. 心理支援事業の展開と統合 

No.35 ②-1 社会連携活動の全学的推進 
No.37 ①-1 東北大学復興アクションの着実な遂行 
実績報告  
４．心理支援事業の展開と統合 

 教育学研究科が展開する心理支援事業としては、今年度で 10 年間の活動期間を満了する（１）

「震災子ども支援室」事業、地域住民の心理的相談に応じるとともに大学院生の教育機能も併せ

もつ（２）「臨床心理相談室」の事業がある。いずれも新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受

けながらも、感染症対策を十分に行い、対面、非対面型講義、オンライン参加など実施方法を工

夫して一定の成果をあげている。これらの事業をさらに一体的に展開するため、令和 3 年度から

（３）「心理支援センター」を開設する予定となっている。 
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（１）「震災子ども支援室」の事業 

 「震災子ども支援室」（“Ｓチル”）は東北大学復興アクションの一環として実施された震災遺児・

孤児及び里親などに対する心理支援事業である。本年度は基本的活動を継続しつつ、10 年間の

とりまとめを試みた。その成果は次の通りである（3 月実施予定含）。①当事者支援として、電話、

来所相談などの相談事業を 78 回、親族里親サロンを３回（石巻市、気仙沼市）実施した。②支援

者支援・情報収集として、南三陸子ども支援連絡調整会議を実施（1 月 22 日）、七ヶ浜町、南三陸

町、大郷町に心理士や保健師を 63 回派遣した。③研修・講演活動として、七ヶ浜町震災後乳幼

児発達支援研修会（9 月 18 日）、せんだい杜の子ども劇場の子育て支援事業「ママパパライン仙

台」研修会（12 月 13 日）、東北大学全学教育講義（1 月 25 日）を実施した。④震災支援に関する

研究として、冊子『子どもたちの声をきく』を作成し、本事業の総括として、加藤道代・一条玲香編

著『東日本大震災後の子ども支援―震災子ども支援室（“S チル”）の 10 年―』（東北大学出版会）

を 1 月 25 日に上梓し、報告書『震災子ども支援室 10 年間の活動報告書―2011 年から 2020 年

のまとめ―』を 2 月 28 日に刊行した。 

           

 事業の社会的反響としては、冊子『この子を育てて』（2019 年度発行）が新聞で 7 回取り上げら

れた（朝日新聞 5 月 14 日、岩手日報 6 月 18 日、日本経済新聞 6 月 20 日、秋田魁新報 6 月

20 日他）。さらに、11、12 月には本事業の 10 年間の取り組みや、冊子『子どもたちの声をきく』に

ついてメディア取材を受け（NHK 仙台放送局、東北放送、読売新聞）、３月に新聞掲載やテレビ

放送される予定である。本事業が広く社会的注目を集め、高く評価されていることが理解できる。 
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（２）「臨床心理相談室」の事業 

 もう一つの心理支援事業である臨床心理相談室は、職場や生活でのストレスや葛藤を持つ

人々やその家族に対して、心理査定を含めた臨床心理面談を実施し、地域社会に貢献するととも

に、臨床心理士及び公認心理師の養成のための内部実習機関である。本年度の来談件数は 64
件、そのうち新規来談件数 34 件、延べ面接回数は 305 回であった（2020 年 4 月から 2021 年 3
月）。来談者の相談内容には不登校、家族関係、健康問題など現代的かつ切迫した課題が扱わ

れており、コロナ禍にもかかわらず新規相談件数が一定程度記録されていることからも、本相談

室が地域社会に必要とされ、大きく貢献していることがわかる。 
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 また、相談室では『令和 2 年度未来型医療創造卓越大学院プログラム』として、市民を対象とし

た多職種連携（臨床心理士と就労支援員）による相談会及びセミナーを開催した（2 月 20、21
日、於 TKP 西口ビジネスセンター、東北大学文化系総合研究棟）。コロナ感染症対策として、相

談会及びセミナーは参加を完全予約制とし、対面参加者数を制限しつつ開催した。また、一部招

待講演者については、非対面式のセミナーとし遠隔による講義を実施した。参加総数は延べ 176
名であった。相談会ではケース 9 件が来談し、臨床心理士と就労支援員によるカウンセリングが

行われた。セミナーでは、多角的に心理臨床を考えるために日蓮宗住職や実社会で活躍中の心

理士による講演を行い、後期 3 年の課程在学中の大学院生の研究活動を社会に還元するため

に研究報告を行った。 
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（３）「心理支援センター」の開設 

 次年度から、教育学研究科では、「震災子ども支援室」の実績と臨床心理相談室の実績をふま

え、それらを統合する形で「心理支援センター」を開始する。「震災子ども支援室」の事業内容を緊

急支援、被災者支援、震災、防災心理教育として継続することと、臨床心理相談室の支援体制を

発展させ、さらに多様な専門性（発達・学習相談、遠隔支援など）を総合的に活用可能な支援体制

を構築することを目的としている。そのため、より多くの研究科構成員の参加を促し、心理支援事

業のさらなる充実を図る。 
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3. 研究および教育のグローバル化の促進に向けた取り組み 

No.21 ①-3 国際的ネットワークの構築による国際共同研究等の推進 
No.03 ②-2 大学院教育の充実 
No.09 ①-2 多様な教員構成の確保 
No.41 ①-2 国際発信力の強化 
No.42 ①-3 グローバルネットワークの形成・展開 
No.44 ②-2 本学学生の海外留学と国際体験の促進 
No.45 ②-3 異文化の理解と実践的なコミュニケーション能力の養成 
No.48 ③-3 外国人教員等の増員 
実績報告  
（1）研究のグローバル化の促進に向けた取り組み 

【研究成果の国際的発信力の強化（No.41）】 

 2020 年度（令和 2 年度）の英文電子ジャーナル“Annual Bulletin, Graduate School of 
Education, Tohoku University”へのアクセス数（下図）を見ると，2107 年度以降，閲覧数は徐々

に増え，200 回を超えるところで安定している。なお，ダウンロード数については，2018 年度に著

しく高い数値を示したが，概ね 500 から 600 の範囲で安定している。これらの数値は本ジャーナ

ルが一定程度の認知を得ていることを示していると思われるが，今後さらなるアピールの方法を

探っていく必要がある。なお，英文電子ジャーナル第 7 巻を，2020 年（令和 2 年）3 月に発行し

た。 

 

【国際共同研究推進事業の実施（No. 21）】 

 教育学研究科における研究のグローバル化を推進するとともに，国際的に評価される研究の生

産力を向上させることを目的とする 2 種類の事業，すなわち，①国際共同研究（1 件 150 万円未

満，1 件程度），②国際共同研究の準備のための事業（1 件 50 万円未満，数件程度）について周

知を図ったところ，②について 3 件の申請があった。2020 年度（令和 2 年度）は，この 3 件を採

択し，計 141 万 4 千円の補助を行った。なお，採択された 3 件の研究課題は「COVID-19 パンデ

ミック下における休校の影響」，「データ収集による高等教育分野における教育評価への貢献」，

「グローバル時代の COVID-19 の影響と在日コリアン」である。これらの具体的な成果としては，
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現在までのところ，「Arimoto, M. Nishizuka, K. (2020) The Possibilities of 21st Century Skills 
2.0 by Systems Thinking Toward New Pedagogy. OIDA International Journal of 
Sustainable Development, Vol. 13, No. 02, pp. 55-66．」，「有本昌弘・西塚孝平(2020）「データ

収集による高等教育分野における教育アセスメン トと評価への貢献」『東北大学大学院教育学研

究科研究年報』69(1): 245-264.」，「有本昌弘・ポールウィキン (2021) 「形成的アセスメントによる 
コロナ渦のオンライン高等教育実践への示唆 エビデンスをもとに国際的な俎上にのせる」『東北

大学高度教養学生支援機構紀要』第 7 号 (印刷中)」 が挙げられる。 

【国際学術ウェビナーの開催（No.21，No.41，No.42）】 

 新型コロナウィルス感染症が拡大する状況下においても国際的な共同研究の推進および国際

ネットワーク形成を図るため，他の部局に先駆けて国際学術ウェビナーの開催に取り組んだ。

2020 年度には，6 回からなる国際学術ウェビナー・シリーズと発達障害学分野の国際学術ウェビ

ナーを開催した。開催日，テーマ，参加者は以下に示すとおりである。なお，これらは東北大学グ

ローバルウェビナーシリーズプログラムとして採択されている。 

 

【UNESCO バンコク事務所との包括的学術交流協定に基づく研究のグローバル化への取り組み

（No.21，No.41，No.42）】 

 UNESCO バンコク事務所との包括的学術交流協定に基づき，上述した国際学術ウェビナーのう

ち，第 2 回に Maki Katsuno-Hayashikawa 氏（ユネスコアジア太平洋地域教育局・課長），第 4
回に Nyi Nyi Thaung 氏（ユネスコアジア太平洋地域教育局・プログラム専門家），第 5 回に

Libing Wang 氏（ユネスコアジア太平洋地域教育局・課長）および Wesley Teter 氏（ユネスコア

ジア太平洋地域教育局・シニアコンサルタント）をスピーカーとして招致した。また，UNESCO バン

コク事務所との共同セミナーを 2020 年 11 月 4 日にオンラインにて開催し，同事務所と教育学研

究科が共同研究を進めていくためのマッチングの機会とした。 
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（2）教育のグローバル化の促進に向けた取り組み 

【UNESCO バンコク事務所・アジア太平洋地域教育局へのインターンシップ派遣に向けた共同セ

ミナーの開催（No.3，No.9，No.42，No.44，No.45，No.48，No.21）】 

 UNESCO バンコク事務所・アジア太平洋地域教育局へのインターンシップ派遣に実施に向け，

同事務所の活動およびインターンシップに関する教育学研究科の学生たちの理解を促すことを目

的として，UNESCO バンコク事務所との共同セミナーを 2020 年 11 月 4 日にオンラインにて開催

した（参加者 24 名）。最初に，UNESCO バンコク事務所・JFIT プログラム・コーディネーター・所

長室付の筒井清香氏より UNESCO バンコク事務所が取り組んでいる事業について紹介いただ

き，続いて UNESCO バンコク事務所でのインターンシップ経験のある柴田莉沙氏（現所属：JICA
人間開発部）よりインターンシップの実際について説明していただいた。 

【AELC（Asia Education Leader Course）第 3 期事業の実施（No.3，No.45）】 

 2020 年度（令和 2 年度）は，新型コロナウィルス感染症の国際的感染拡大の状況を受けて，8
月に国立台湾政治大学において開催予定であった Summer Course は中止とせざるをえなかっ

たが，Winter Course を国立台湾政治大学と東北大学教育学研究科の共催で 1 月 29 日～31 日

と 2 月 4 日～6 日にオンラインにて開催した。オンラインによる開催は AELC として初の試みであ

ったが，81 名という例年になく多くの参加者を得ることできたことに加え，Seattle Pacific 
University の Arthur Ellis 教授をゲスト講師に迎えることができたことは，AELC の今後の実施

の在り方を考える契機となった。また，オンラインで開催することによって参加者による国際的な

ネットワークの形成に支障が生じることも予想されたが，参加者のアンケートでは全体の 93％あ

まりの者がネットワークの形成が図れたと回答するなど，参加者の AELC への満足度はきわめて

高かった。 
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 なお，上述した国際学術ウェビナーの第 3 回においては，AELC に参加している国立政治大

学，高麗大学，南京師範大学，国立台湾師範大学から学生・教員がスピーカーとして参加し，

COVID-19 パンデミックにおけるオンライン学習（教員からはオンライン教育の経験）の経験とこれ

からの高等教育の展望について議論した。また，第 6 回は AELC フォーラムとして開催し，AELC
参加大学の学生たちが，ポスト COVID19 の世界における教育と持続可能な社会について，

SDGs の達成に向けた教育の役割について議論した。 
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【大学院生による研究の国際的発信に対する支援事業（No.13，No.44）】 

 「海外学会発表渡航費援助事業」（上限 7 万円，年間 3 名程度）および「国際発表論文掲載料

等補助」(上限 10 万円，年間 5 名まで)を今年度も継続したが，新型コロナウィルス感染症の世界

的な感染拡大により海外渡航が制限されたことに加え，全体的に研究活動を縮小せざるを得な

かったことなどの影響により，今年度の申請はゼロとなった。 

AELC 冬コース参加者数.png, AELC 冬コースアンケート結果.png, 20200704 ウェビナ

ー.png, 20210313 ウェビナー画像.png, Annual Bulletin の閲覧回数およびダウンロード

数.png, 2020 年国際学術ウェビナー一覧（確定版）.png 

 

4. ISTU/MOOC の支援 

No.01 ①-1 現代的課題に挑戦する基盤となる先端的・創造的な高度教養教育の確立・展開 
No.79 ①-1 多様な教育研究活動等を支える情報基盤の活用充実と高度化 
実績報告  
【ISTU の支援】  
 これまで教育学研究科では，データ駆動科学・AI 教育研究センターと協働し，ISTU の活用を広

げ深めるべく支援を行なってきた。3 代目の ISTU では，ISTU 活用が大きく広まり，講義だけでな

く教職員 FD 等にも用いられるなど，支援対象が広がりを見せている。また，本年度はコロナ禍に

おけるオンライン教育環境として Google Classroom も利用され，その教材作成・管理についても

支援対象とした。 
 平成 30 年度には初めて 100 万回を超える ISTU 教材への参照があったが，令和 2 年度は全

学教育を中心に 190 万回を超える参照があり，とくにコロナ禍の中で始業した第１学期には参照

が集中した（下図参照）。これは，統合的な LMS である ISTU が，コロナ影響下において，東北大

学の全学教育における中心的なオンライン学習システムとして活用されたことによる。さらには令
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和 3 年度の新 ISTU 導入を見据えて，本部局の専任教員も参画して仕様策定が進められた。（令

和 3 年 4 月の試験導入以来，9 月の本格運用開始をめざした試験・調整にも協力している。） 

 

 

 【MOOC の支援】  
 東北大学 MOOC は，本学が対外発信する教育コンテンツとして着実に定着している。例年は年

度ごとに 2 講座を新規開発してきたが，今年度はコロナの影響により新たに 1 講座「放射線安全

社会入門」の開発となった。これに前年度末に開発した「社会の中の AI」を加えた 2 講座（下図参

照）を今年度に新規開講した。「社会の中の AI」には本部局の専任教員 2 名が計 20 回分の授

業を出講し，質疑応答や受講者とのディスカションなどに従事した。またこれら新規開講講座のほ

かに，従来からの 7 講座を加えた 9 講座を開講した。この結果，1 年を通じていつでも東北大学

MOOC の科目が受講可能となった。 
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 本年度の東北大学 MOOC の全受講者は 21717 名となり，本学の配信プラットフォームである

gacco を含めた JMOOC 全体の約 10％を占めている。また満足度は 98％であり，量だけでなく

質の点でも良い成果を出している。本年度に新規開講した「社会の中の AI」については，受講者

が 4827 名（gacco 平均 3075），ディスカッションスレッド数が 152（gacco 平均 29）であった。また

満足度は 98.4%であり，アンケート記述でも「gacco で受講した講座のなかで，最も良かったで

す。続編も受講したいので，是非お願いします。」など，非常に高い評価を受けている。 

 

 さらに本年度は，これら MOOC コンテンツを本学学内の教育にも活用する取り組みも進められ

た。「解明：オーロラの謎」「社会の中の AI」など 5 講座が 7 科目の授業で使用されている。 

 これら活動の主体となるのはオープンオンライン教育開発推進センターであり，教育学研究科か

らは，副センター長ほか延べ 5 名の専任教員が委員として，MOOC のコンテンツ開発・運営・評

価等を支援している。さらに今年度は MOOC 講座企画立案ワーキンググループが設置され，教

育学研究科では，オープンオンライン教育開発推進センターとのより密接な連携体制のもとで，企

画・立案に参画し，新規講座企画の立案に貢献している。 

 

ISTU 月別.png, ISTU 年度別.png, mooc 新規講座.png, mooc 評価結果.png 

 

5. 宮城県教育委員会及び仙台市教育委員会と連携した教育リーダーの育

成 

No.06 ②-5 社会人の学び直しの支援 
実績報告  
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5.宮城県教育員会及び仙台市教育委員会と連携した教育リーダーの育成 

教育指導者講座は、宮城県内の幼稚園から高等学校までの全教員を対象として、教育学の最先

端の知見を提供するとともに、校種を越えたネットワークの構築を図ることを目的としている。本講

座は、昭和 40 年に始まり、東日本大震災の年を除いて 50 年以上にわたり毎年開催されてき

た。宮城県および仙台市の教育委員会では本講座が教育リーダー育成における重要な研修機会

として位置づけられている。 

 

令和２年度は 8 月 17 日～19 日の 3 日間、オンラインにて本講座を開催し、70 名の教員が参加

した。終了後の受講者アンケート（N＝70、4 件法、無記名）によると、講義に対しては「満足でき

た」87％、「ある程度満足できた」13％、ワークショップに対しては「満足できた」71％、「ある程度満

足できた」26％となっている。すなわち、本講座への評価は極めて高く、講義・ワークショップとも

に「満足」「ある程度満足」を合わせると 100％に近い結果となっている（『第 55 回 東北大学教育

指導者講座記録』 令和 3 年 3 月刊行）。」 
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平成 30 年度から宮城県教育委員会との連携のもと教育版 EBPM（Evidence Based Policy 
Making）人材の養成を行っている。平成 30 年度から宮城県教育委員会教職員課との連携の下

で、県教委が学費を負担するスキームの下、研究科に現職教員 2 名を正規大学院生として博士

課程前期に受け入れを開始し、計量分析力を基盤として質的研究、規範的研究の三位一体の教

育を行っている。令和 3 年度には新たに 2 名の正規大学院生として博士課程前期に受け入れ

た。 
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これらの事業の成果・進捗報告会（東北大学大学院指定派遣教員研修成果報告会（令和３年２月

２４日（水）１６：００～１７：００・県庁行政庁舎１階 出納局会議室）を教育委員会の幹部層（宮城

県教育庁教職員課 課長  時枝正和氏、小中学校人事専門監 佐々木博明氏、県立学校人事専

門監  樽野幸義氏、主幹（班長） 光岡弘通氏他）に対して行い、大変好評を得た。 

 

01_成果報告会次第.docx, 02_成果報告会出席者名簿.doc, 指導者講座図.png, Ⅰ

満足度(講義の内容).png, Ⅱ満足度(ワークショップの内容).png, EBPM.png


